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２１世紀の日本のかたち（１４９） 

 

21 世紀の国家、国土像 

−アニマルから人間へ、 

ピラミッドから網の目へ－ 

 

 

戸 沼 幸 市 

＜ (一財)日本開発構想研究所 顧問＞ 

 

１．「日本の国土と国民生活の未来像の設計」 

－アニマルから人間へ、ピラミッドから網

の目へ－ 

令和６年、2024年の現時点において、首都

直下型地震、そして南海トラフ地震が高い確

率で、近々起こると想定されています。 

これらの地域、とりわけ首都東京には、政

府・国会などの首都機能があり、これに重ね

て、日本の中枢的経済機能が集中しています。

この首都の格段に強い吸引力を持つ国土構造

によって、地方、地域の人口が東京に引き寄

せられ、地域社会の存続が危ぶまれる状況が

続いています。 

昨今の日本は、エコノミックアニマルに重

ねて、情報アニマルになっていないか。人々

は歩道でも電車の中でも狭いエレベーターの

中でも「ケイタイ」から目を離さず、礼儀作

法が消失し、温もりのある本来の人間尺度が

破損されている感があります。 

「21世紀の日本のかたち」として、改めて

50年ほど前に当時の政府が主催したコンペテ

ィション「日本の国土と国民生活の未来像の

設計」を思い出します。このコンペティショ

ンは、明治元（1868）年から100年、明治100

年の節目にこれを記念して佐藤栄作内閣・内

閣官房審議室が広く募集したものでした。 

日本が明治100年、太平洋戦争後20年余、壊

滅した国土を立て直し、米国に次いで世界第

２位の経済大国になった時期でした。日本人

がエコノミックアニマルと呼ばれるほどの時

代でした。 

当時、私は早稲田大学理工学部建築学科の

助手でしたが、早稲田も東大も方々の大学も

学園紛争の最中でした。こんな時期、政府に

よる「日本の国土と国民生活の未来像の設計」

コンペがあったのです。 

このコンペに応募するべく、早稲田大学で

は当時、理工学部長の吉阪隆正教授、社会科

学研究所長の宇野政雄商学部教授の呼びかけ

で、早稲田大学の全学部を網羅する50人ほど

の研究者が集まり、研究チームが作られまし

た。これに計画案作成チームとして、大学院

生、Ｕ研究室（吉阪教授が主催していた設計

室）がこれに加わりました。総勢100人に及

ぶチームでした。 

内閣官房はこの募集にあたって、①21世紀

初頭の日本の望ましい総合的な姿を描き、そ

れを具体化する国土設計を主体とする、②日

本の全体的設計、大都市、中都市、農山漁村

の未来像を含み、モデル的な設計を示す、③

今後の政府の施策に反映できるよう、具体的

かつ実現可能なものであることが条件とされ
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ました。 

1968年から70年までの３年間、研究会は、

時代状況を読み込んで21世紀の国家・国土像

を「アニマルから人間へ、ピラミッドから網

の目へ」として、提言報告書を政府に提出し

ました。（研究費３年間、１グループ978万

円）。コンペティションの審査は70年12月〜71

年４月まで、応募９チームから１名、それに

有識者を加えた審査会において、各チームの

実務担当者を呼んで行われ、早稲田チームか

らは私がこれに対応しました。審査結果は、

早稲田チームは総合賞を受けることになった

のは幸いなことでした。1971年春、首相官房

において、佐藤栄作首相の祝詞の後、戸沼

（作業幹事として全体のとりまとめに従事）

が保利官房長官から賞状と賞金（400万円）

を受け取ったことを覚えています。 

 

早稲田大学「21世紀の日本」研究会報告書 

日本の未来設計Ⅰ 

アニマルから人間へ 

（1）総論、（2）生活、（3）社会、（4）政治、

（5）経済、（6）交通、（7）科学技術 

総論（吉阪隆正記） 

１．日本の未来を設計するとはどういうこ

とか 

２．社会変化の法則と未来展望の二つの途 

３．時代をどう認識するか、その中の日本

では？ 

４．これからの30−40年をどう想定する

か？ 

５．批判という未来像 

 

日本の未来設計Ⅱ 

ピラミッドから網の目へ 21世紀の日本列

島像 

①日本をとりまく外的条件への姿勢−平和の

希求 

そもそも、日本の存立も平和あってのもの

である。地球の平和の焦点にある国連本部も

アメリカ、ニューヨークから南極あたりに移

転したらどうか。加えて国際的視野から日本

の国土計画を論ずる必要があり、日本列島を

太平洋アジア地域と大陸アジアの接点として

位置づける。 

 

②２つの基本的な元−人口と面積の扱い 

国土計画の基礎となる人口（1億3,500万人

を想定）と国土の空間条件・面積について、

大陸棚の活用、海利用を広げる。 

 

③国土システムの革新 

ａ：人工と自然の平衡を 

多種多様な地形と変化に富んだ産業公害、

都市公害、過密利用により、著しく自然が

破壊されつつある。1．自然緑地、2．保全

緑地、3．環境緑地、4．生活緑地に分類し、

国土緑地保全系を形成していく。自然や緑

地から日本の国土を見直し、美しい日本の

再生を求める。 

 

ｂ：ピラミッドから網の目へ（網の目都市・

日本） 

21世紀の日本国土に展開される人々の生

活環境を東京を頂点とするピラミッド型、

メガロポリス型から、より自然のアクセス

を持ったネットワーク型、網の目型の生活

環境を目指す。 

日本列島は複雑で繊細な自然地形によっ

て構成されている。しかも山地が急峻で国

土面積の７割を占めているため、定住空間

は、非連続に分布している。 
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このような小部分は各々が個性をもち、

歴史を内包している。これらの地域は単位

性をもった居住環境“市”として国土の基

礎構造をつくる。21世紀にはこれが単位的

自治体（人口20〜30万人）となり、ネット

ワークという柔構造システムを具体的に支

持するものとなる。 

④分権型国家の制度設計 

国家の制度設計として、基礎的自治体とし

ての新“市”（全国に約300、人口20〜30万人）

と分散分権型国家の受け皿として、日本列島

を太平洋と日本海を含むように日本列島を輪

切りにした７道州制を提案する。合せて遷都

し小さな政府をつくる。 

図１ 日本海ループと環太平洋ベルト 

（逆転させた日本列島からみる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：早稲田大学「21世紀の日本」研究会 

図２ 首都移転の図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：早稲田大学「21世紀の日本」研究会 
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図３ 逆転させた日本列島 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 岩堂湖と北上京配置図 
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写真１ 北上京中心部模型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤北上京遷都 

日本列島の座軸が21世紀に向けて、大きく

転換しつつあることは間違いないところであ

る。その意味を端的に先取りして21世紀に意

思を表明する格好のものは、新天地に新しい

首都を建設することである。政治と経済の癒

着、それにからまる巨大都市集積は東京を日

常的パニック状況にまで追い詰めている。 

東京にとっても政治中心を切り離すことか

らその再建を考えるべきだし、過疎過密の弊

に悩むわが国土にとってもこの害を突き崩し、

国に新しい平衡を得るために首都移転の事業

を他に起こすべき時である。 

古来、わが国において、幾度かの遷都がな

された。それらのいずれもちょうど国家の枠

組みや内容についてなにかしらの変化が起こ

りかけた時のことであった。思うに首都移転

という事業は、国家を脱皮させ変貌を促進し

てその先に一国の生命を延長させるのだとも

みられなくもない。 

 

⑥東京再建論 

東北遷都論に合せて、21世紀の東京、市街

地の姿を東京再建計画として次のように描く。 

ａ：機械仕立てのシステムに十分な安全性を

確立すること。そのために何よりも過密

市街地の中に緑と水を投入し、自然の再

生を図る。この象徴的な事業として、山

手環状線内は昭和の森として自然を再生

させる。 

ｂ：巨大市街地に人間的スケールを回復する。

大きくなりすぎた市街地に分かりやすい

キレメをいれる。機械（交通・設備）は

できるだけ地下や半地下に埋め、地上を

歩行者天国とする。 

ｃ：東京市街地の再建は関東圏（半径100〜

150km）の枠組みの中で考える。関東複

合網目都市の中で機能的有機体をつくる。 

ｄ：大パニック東京直下地震災が起こること

を視野に入れる。 

 

⑦地方・地域像 

ａ：非メガロポリス地帯（疎住地帯）におけ

る地域計画。 

在来、東海道メガロポリス（密住地帯）

などは開発の進んだ先進地域と考えられ
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てきた。人工的設定物の過密化によって、

自然環境を著しく破壊するようになり、

人間の生存そのものを根底的に危険に陥

れる危険な環境になってしまった。いか

に危険が指摘されようとも、この地域は

当分はひとつの勢いとして、この事態は

進んでゆくであろう（注：30年以内に南

海トラフ地震が起こるとされている）。

これに対して後進地域と呼ばれる地帯は、

いまだ人工的設定の少ない自然優位な地

域である。そのことがこれらの地域の後

進性を示すとされたが、豊かな自然の残

る価値のある地域と見直されよう。 

ｂ：青函圏計画 

コンペティションの課題の１つに地域

都市像を描くことがあり、津軽海峡をは

さんだ青函地域を一体的にとらえ、北方

文明圏域における交流地域とすることを

骨子に案をまとめた（略）。 

ｃ：道州制７ブロック案 

早稲田案‘70では道州制について日本

列島を輪切りにして７つの道州案を提案

しました。地方・地域の居住・都市につ

いて一つの定住単位にまとめ、分権型国 

図５ ７道州案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：早稲田大学２１世紀の日本研究会 
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土“ピラミッドから網の目へ”と分権型

の国土像を想定し、これを括る道州制を

提案しました。この案は、私として日本

列島の将来像として有力な案であると今

も思っています。 

 

早稲田案‘70の評価 

１）首都機能移転について 

東北“北上京”遷都案は当時大きな反響を

呼びました。政府もこれに関心を寄せ、国会

移転等審議会を設置し、具体的に北東地域

（栃木・福島地域）を本命として具体的に遷

都候補地の選定を行っています。しかし21世

紀に入り人が替わって、国会や政府の馬力は

失速し、わずかに、文化庁がこの３月末京都

に移転しましたが遷都論は立ち消えの感があ

ります。 

今後30年以内と予想される首都直下型地震、

南海トラフ地震に対し、政府はどうするつも

りなのか。 

２）人口問題 

早稲田案‘70では、21世紀初頭の日本の人

口を当時の政府の示したデータによって1億

3,500万人を想定しました。1970年の人口は1億

372万人でした。しかし、日本の人口は2000年

（1億2,693万人）をピークに減少に転じまし

た。2020年、1億2,615万人、日本は急速な少子

高齢化時代に入りました。 

“21世紀の日本のかたち”を考える上で、

日本の人口問題は地球の人口動態に合わせて

中心的なテーマとなりました。 

「アニマルから人間へ、ピラミッドから網

の目へ」、半世紀、50年前に、政府の求めに

応じて提案した早稲田大学の「21世紀の日本

像」は、当時の早稲田大学の文系、理系を合

わせた研究者の全学的な取り組みによってう

まれたものであり、大学として大きな経験と

して残っています。 

 

２．国会・政府（国土庁）の「首都移転」の

取り組み 

‘70「21世紀の日本像−アニマルから人間

へ、ピラミッドから網の目へ」早稲田大学の

提案は当時の時代状況に対して一定のインパ

クトがありました。 

特に「首都移転」東北、北上京案は21世紀

の日本国土の中心となるテーマとして、注目

されました。

 

表１ 業務核都市の育成と自立都市圏の形成 

圏域 範囲 業務核都市 

東京中心部 おおむね東京都区部  

多摩自立都市圏  〃  三多摩地区 八王子市・立川市 

神奈川  〃  〃  神奈川県地域 横浜市・川崎市 

埼玉   〃  〃  埼玉県地域 大宮市・浦和市 

千葉   〃  〃  千葉県地域 千葉市 

茨城南部 〃  〃  茨城県南部地域 土浦市・筑波研究学園都市 

資料：戸沼幸市作成 
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図６ 業務核都市を中心とする主要な交通体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：戸沼幸市作成 

 

図７ 国土４軸と森の中の新首都 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：戸沼幸市作成 
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まず、首都東京の過密問題に対する当面の

政策として国土庁において首都改造計画

（1979〜85）が策定されました。 

私は首都改造調査専門委員会・都市構造環

境部会主査としてこれに参画し、東京都心部

から30km圏に、都心に必要のない首都機能な

どを移し、業務核都市を造るという案をまと

めました。 

「首都改造計画」案づくりにつづいて、国

会においては「国会等の移転に関する特別委

員会」が設けられ、これに対応して国土庁に

おいては「首都機能移転問題に関する懇談会」

が設けられ、私も委員として参加しました

（1990〜92年）。 

 

首都機能移転問題に関する懇談会  

小グループ（五十音順） 

総括 下河辺淳 総合研究開発機構理

事長 

 天野光三 京都大学教授 

 石原舜介 明海大学教授 

 貝塚啓明 東京大学教授 

 堺屋太一 作家 

 高橋潤二郎 慶應義塾大学教授 

 戸沼幸市 早稲田大学教授 

 的場順三 中小企業金融公庫副

総裁 

 茂木 清夫 日本大学教授 

＊八十島義之助座長、恒松制治座長

代理は随時参加。 

この委員会での発言として、記憶に

残っているのは、私の北東地域遷都論

に対し堺屋太一氏の西側地域遷都論で

した。 

そして、私自身、平成３（1991）年

９月26日、衆議院国会等の移転に関す

る特別委員会（金丸信委員長）に呼ばれ、21

世紀の国家・国土像、「アニマルから人間へ」

「ピラミッドから網の目へ」早稲田案を説明

し、委員諸氏からの質問に答える場面があり

ました。 

（資料：第百二十一回 衆議院・国会等の移転

に関する特別委員会議録 第四号） 

国会等遷都論の具体的成果として、国会移

転等審議会による遷都候補地選定が行われ、

21世紀を目前にして1990年代、遷都機運が盛

り上がっておりました。 

 

しかし、21世紀、2003年に入って遷都論の

雲行きが怪しくなりました。 

  

資料１ 国会等の移転に関する特別委員会 出席依頼 
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衆参両院の「国会等の移転に関する特別委

員会」において「移転は必要だが３候補地の

中でどの候補地が最適なのか、絞り込めない」

形で、中間報告を採用しました。 

これは事実上の凍結宣言であり、これ以後、

国政での遷都についての話し合いはほぼ行わ

れなくなりました。 

2006年、首都機能移転担当大臣ポストが道

州制担当大臣に変更。2011年、国土政策局首

都移転企画課が廃止されました。 

 

図９ 国会移転等審議会による遷都候補地選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成11（1999）年12月20日 国会等移転審議会作成 
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資料２ 第百二十一回 衆議院 国会等の移転に関する特別委員会議録 第四号 
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３．首都移転問題の現在 

現在、2024年の日本列島における人口分布

は、地方の人口を吸い寄せて、政治と経済機

能の東京一極集中に見合って、東京都に1,400

万人（14,170,275人−令和6年6月1日）を超える

ものになっています。 

この状況の中、直近30年以内に起こると想

定される首都直下地震問題があります。 

首都移転については、2016年第２次安倍内

閣は中央省庁の地方移転を掲げましたが、移

転したのは文化庁の京都への移転のみに留ま

っている状態です。安倍内閣を引き継いだ岸

田内閣は田園都市構想を掲げて登場しました

が、当面する課題への対応で精一杯の様子で、

８月14日、退陣を表明しました。 

「21世紀の日本のかたち」づくりにおいて、

時代の変曲期、首都移転問題は今後も避けて

通れない課題に違いありません。激動してい

る地球世界の中での日本の立ち位置を確かめ、

改めて「21世紀の日本のかたち」を考えるべ

き時だと思うのです。 

 

４．訃報 

奥島孝康さん（85歳） 

５月１日、早稲田大学第14代総長、奥島孝

康さんの訃報がありました。早稲田の総長時

代、アジアに目を向け、“グローカル・ユニ

バーシティ”を目指していました。明るい親

分肌の人柄で、学内の改革の傍ら、日本高校

野球連盟第６代会長（2008年）など、学外で

も様々な活躍をされました。 

私は奥島総長に、早稲田大学専門学校を芸

術学校に変えることを命ぜられ、その校長を

引き受けました（平成2〜16年）。また、早稲

田実業学校の新校舎の基本設計（1998〜2002）、

早稲田大学創立125周年記念事業として、早

稲田大学正門前整備計画（大隈記念タワー、

高田早苗記念館の設計）を命じられ（2000〜

06年）、これに当たりました。 

 

写真２ 奥島孝康さん 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：奥島孝康先生お別れの会 

 

７月31日には大隈記念講堂でお別れの会が

あり、千人を超える人々が早稲田大学校歌に

乗せて奥島さんを偲びました。 

 

 

 

（2024.08.20） 


